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枚方市の介護予防・日常生活支援総合事業に関する留意事項等 



介護予防ケアマネジメント 

• 本市の介護予防ケアマネジメントの実施体制としては、地域支援事業実施

要綱に基づき、「居宅介護支援事業所に委託する場合において、初回の介

護予防ケアマネジメントは、地域包括支援センターが行い、（１クール終了

後の）ケアプランの継続、変更の時点以後は、居宅介護支援事業所が行

い、適宜地域包括支援センターが関与する。」とします。 

 

• 介護予防ケアマネジメントのケアプランは、予防給付のケアプラン様式と同様の

様式を使用しますが、アセスメントツールを新たに2つ（興味・関心チェックシー

ト、情報整理シート）を追加します。 
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 興味・関心チェックシートは、
本人のなりたい姿を見いだすた
めのツールとして、本人に記載
してもらうものです。 
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情報整理シート 
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 情報整理シートは、支援者が個人因子や環境因子を踏まえたアセスメント
の内容を整理するためのツールです。 



事業の組み立て① 
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予防訪問事業 

予防通所事業 

専門職の関与による身体
機能の維持とQOLの向上 

活動移動支援事業 

地域との今までのつながりを
継続できるよう老人クラブな
どの仲間がいる場所への参
加を支援 

ひらかた元気 
くらわんか体操 地域の中で参加できる

場所の確保 

ひらかた元気 
くらわんか体操 

出来る能力を奪わない支援により、出来る能力を最大限活用し、
状態の悪化を防ぐ 

できないことに着目するのではなく、出来ること、したいこ
とを一緒に考え、それが出来るように支援していく。 

出来ることまで支援することで、本人の
身体機能を奪い、本人の考える力を
奪ってしまう可能性がある。 

先を見越して（予後予測）、その時の状況に応じた手段を複数用意する
ことができるのが専門職！ 
だからこそ、進行性疾患の方の支援には専門職が必要！ 



事業の組み立て② 

• 要支援認定者に再び元気になってもらうために、現行サービスに加えて、介護

予防・生活支援サービス事業と介護予防事業を一体的に実施できる体制を

整備します。 

 

7 

リハ職行為評価事業 

リハ職訪問通所指導事業 

栄養士派遣指導事業 

教室型通所事業 

介護予防教室 

ひらかた元気 
くらわんか体操 

ひらかた元気 
くらわんか体操 

専門職の関与による身体
機能の向上と意欲向上 

自ら外に出ることの
習慣化 

運動の習慣化 

地域の中でリーダーとし
て活躍（役割を獲得） 

介護予防・生活支援サービス事業 介護予防事業 



R9-STICK と ノルディックスティック の活用 

• リハ職訪問通所指導事業では、リハビリテーション専門職が負荷をかけながら
安全に運動するため、R9-STICKを活用したexeR９（エクサルク）をプロ
グラムとして使用します。 

 

 

• 教室型通所事業で、ノルディックスティックを使ったウオーキングの練習 

 

 

• 日々の生活の中で、ノルディックウオーキング ＆ ひらかた元気くらわんか体操 

 

 

• ノルディックウオーキングでの生きがい・趣味活動（登山、ハイキング等） 
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なぜ？ 

• ウオーキングが最も身近で取り組みやすい運動である。 

 

• 「歩く」という行為は生活全般に深く関わっている。 

   ⇒ いつまでも歩き続けることのできる身体づくりが必要 

 

• ２本のポールを使用するため、「安全」で「効果的」に運動を導入
することができる。 

 

• 身体状況や体力に応じて、要支援認定者も元気高齢者も誰も
が活用できるツールである。 
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介護予防・生活支援サービス事業の開始時期 

• 平成29年4月1日以降、新しく要支援１・２の認定を受けた方 

平成29年4月1日 

介護予防・生活支援サービス事業のサービス 

• 平成29年4月1日現在、既に要支援１・２の認定を受けている方 

平成29年4月1日 

介護予防・生活支援サービス事業のサービス 

現在の要支援認定 

予防給付のサービス 

更新認定（要支援認定）または事業対象者 
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• 介護予防・生活支援サービス事業の審査支払いは国保連を活用します。 

 

• 介護給付のサービス種類コードと、介護予防・生活支援サービス事業のサービ
ス種類コードが異なります。 

    介護予防訪問介護（予防給付）のサービスコード：61 

    介護予防通所介護（予防給付）のサービスコード：65 

 

• 介護予防・生活支援サービス事業は、別紙のサービスコード表（案）を参照
してください。 

  （サービスコード表の確定版は、後日、ホームページに掲載します。） 
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国保連合会への審査支払い事務処理 



介護予防・生活支援サービス事業対象者 

• サービス利用に当たって客観的で公平・中立な視点で「要支援相当」である

ことを確認するとともに、医学的な視点を確保するため、これまでと同様に原

則、要支援認定手続きを経ることとします。 

• 要支援認定を既に受けていて、要支援認定の更新をせずに、基本チェックリス

トの活用によるサービス事業対象者として介護予防・生活支援サービス事業

の利用を希望する場合は、「事業対象者確認申請書」と添付書類（基本

チェックリスト・ケアプラン・その他必要書類）の提出による市の審査を受けるこ

とになります。 

• サービス事業対象者と確認された場合の有効期間は、添付されたケアプラン

のサービス提供期間の満了日（最長６か月）となります。 
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枚方市 

介護予防・日常生活支援総合事業の利用 

要支援認定（要支援１・２） 事業対象者 

介護予防・生活支援サービス事業の利用 

非該当（自立） 

介護予防事業の利用 

要支援認定 
事業対象者確認申請書 

 
•基本チェックリスト 
•介護予防ケアマネジメン
ト（ケアプラン） 等 

確認通知の受理 

介護予防ケアマネジメント
依頼届出書 

介護予防サービス計画 
作成依頼届出書 

事業対象者の
確定 

要支援相当 

介護予防ケアマネジメント 

認定有効期間：最長２年 事業対象者期間：最長６か月 13 



サービス事業対象者と利用可能なサービス 

以下の場合は、要支援認定が必ず必要となります。 

• 予防給付のサービス（訪問看護や福祉用具貸与など）を利用する場合 

• 予防給付のサービスと介護予防・生活支援サービス事業を併用する場合 

• 予防訪問事業・予防通所事業（現行相当サービス）を利用する場合 

サービス 
------------------ 

対象者 

予防給付 介護予防・生活支援サービス事業 

訪問看護 
訪問リハビリテーション 
通所リハビリテーション 
短期入所 
福祉用具貸与 
住宅改修など 

訪問型サービス 通所型サービス その他の生活支援サービス 

要支援認定者 ○ ○ ○ ○ 

事業対象者 × 
×予防訪問事業 

○生活援助訪問事業 

○活動移動支援事業 

×通院等移動支援事業 

×予防通所事業 

○教室型通所事業 

○リハ職行為評価事業 

○リハ職通所訪問指導事業 

○栄養士派遣指導事業 
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介護予防・生活支援サービスの併用 

【訪問型サービス】 

• 予防訪問事業と生活援助訪問事業の訪問型サービスの併用はできません。 

【通所型サービス】 

• 予防通所事業と教室型通所事業の併用はできません。 

• 予防通所事業とリハ職訪問通所指導事業の併用はできません。 

 

• その他、介護予防給付との併用については、サービス種類相互の算定関係と

同様です。 
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サービス事業費の区分支給限度額 

 「指定（事業者指定）」のサービスを利用する場合は、給付管理を行います。 

 要支援１・２の方は、下の区分支給限度基準額の範囲内で、予防給付と総
合事業を一体的に給付管理します。 

 

• 事業対象者     50,030円 

• 要支援１認定者  50,030円 

• 要支援２認定者 104,730円 

 
※ 指定（事業者指定）については、高額介護予防サービス費相当として取り
扱います。 
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利用者負担割合 

• サービス事業の実施方法が「指定（事業者指定）」については、サービス費

用の１割または２割の利用料を支払います。（現行の予防給付の利用者

負担と同じ） 

• 「指定（事業者指定）」については、現行の予防給付と同様にサービス費用

利用料の他に日常生活費と特別なサービス費等の徴収ができます。 

• 「委託」については、サービス費用の利用料は0円ですが、送迎費用等の実費

の徴収を予定しています。 

• 「補助」は、サービスの対価に対する補助ではなく、運営を支援するための補

助金を運営法人（団体）に交付します。そのため、サービス費用は全額自

己負担です。 
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保険給付の制限 

• 介護予防・日常生活支援総合事業にかかる給付制限の取り扱いについては、

「介護予防・日常生活支援総合事業Q&A平成26年9月30日付_第6

（問7）、介護予防・日常生活支援総合事業Q&A平成27年2月4日付_

第7（問4・問5）」により、市町村判断で給付制限に相当する事業を行うこ

とは可能となっています。 

• そのため、枚方市では給付制限に相当する事業を実施します。 

• ただし、介護予防・日常生活支援総合事業におけるサービス事業対象者とし

て給付の制限期間を設定した後、要支援・要介護認定を受けた場合は、

サービス事業対象者としての給付制限期間は減額の算定対象になりません。 
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日割り請求の適用について 

• 月途中の開始、終了の場合は、契約日または契約解除日を起算日として日

割りで算定します。 

 （枚方市では国基準の取り扱い以外に、月途中の日割りを依頼していました

が、月途中の日割りも基準として適用します。） 

 

• ただし、加算に対する日割り計算は行いません。 
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事業者指定のみなし指定 

• 「地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法令の

整備等に関する法律」（平成26年法律第82号）附則13条において、介

護保険法上の介護予防・日常生活支援総合事業の施行日の前日である

平成27年3月31日において、「介護予防訪問介護」または「介護予防通

所介護」の指定を受けている事業者は、平成27年4月1日から平成30年3

月31日までの3年間は、介護予防・日常生活支援総合事業の訪問型サー

ビスまたは通所型サービスの指定を受けたものをみなすことと規定されていま

す。（みなし指定） 

• そのため、みなし指定事業者に対し、平成29年度中（平成29年4月～平

成30年3月）の間に順次、指定手続きの通知を送付します。 
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事業者指定 

• 生活援助訪問事業（基準緩和型サービスA）を実施する場合は、みなし指

定事業所であっても、当該サービスを提供するためには新たに指定を受ける必

要があります。 

• また、平成27年4月1日以降に新たに「介護予防訪問介護」又は「介護予

防通所介護」の指定を受けた事業所は、みなし指定の対象となっていない

ため、介護予防・日常生活支援総合事業のサービス提供を行う場合、それぞ

れの市町村から介護予防・日常生活支援総合事業のサービスの指定を受け

なければなりません。 

• 平成27年4月1日以降に新たに「介護予防訪問介護」又は「介護予防通所

介護」の指定を受けた事業所は、平成28年度中に指定手続きの通知を送

付します。 

21 



他市所在地の事業者指定 

• 他市所在地の事業所は、みなし指定を受けていたとしても、枚方市の介護予

防・日常生活支援総合事業のサービスの指定を受けなければなりません。 

• 他市所在地の事業所に対して、市から手続きの通知を送付することはありま

せん。 

• 他市所在地の事業所の「介護予防訪問介護」または「介護予防通所介護」

をサービスに位置づけている場合は、ケアプランを作成している地域包括支援

センターから手続き等の案内を行います。（手続き等の受付期間については、

市ホームページに掲載します。） 
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定款の記載例 

指定事務手数料等 

• 介護予防・日常生活支援総合事業の指定を受ける場合は、簡易な手続き

であることから、指定事務手数料は必要ありません。 

• 介護予防・日常生活支援総合事業に伴う定款変更について 

 
 介護保険法に基づく介護予防・日常生活支援総合事業 

 介護保険法に基づく第１号事業 

 介護保険法に基づく第１号訪問事業 

 介護保険法に基づく第１号通所事業 

 介護保険法に基づく第１号訪問事業及び第１号通所事業 

※ 現行定款の目的に「老人居宅生活支援事業」に関する文言が記載されている場合は、
介護予防・日常生活支援総合事業の「第１号訪問事業」が含まれます。 

※ 現行定款の目的に「老人デイサービス事業」又は「老人デイサービスセンター」に関する文
言が記載されている場合は、介護予防・日常生活支援総合事業の「第１号通所事業」
が含まれます。 
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事業参入の手続きの窓口 

• 事業者指定の窓口 

   予防訪問事業・予防通所事業 ⇒ 福祉指導監査課 

   生活援助訪問事業 ⇒ 長寿社会推進室 

 

• 委託業務の窓口 

   長寿社会推進室 

    

 

• 補助金交付申請の窓口 

   長寿社会推進室 
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